
施策目標（テーマ）

達成手段

達成手段
（事業・税制措置・諸会議等）

２３年
度補正
後予算
額
（千円）

２４年
度補正
後予算
額
（千円）

２５年
度当初
予算額
（千円）

行政事業
レビュー
シート
番号

関連する
指標

担当課

安全・安心に資する科
学技術の推進に必要な
経費（廃止）

114,686 - - － ２－①

科学技
術・学術
政策局
科学技
術・学術
戦略官付
（調整・シ
ステム改
革担当）
※廃止時
点

食品成分データベース
整備の推進

9,743 8,769 8,331 ０３１４ ２－①

科学技
術・学術
政策局
政策課
資源室

地震防災研究戦略プロ
ジェクト

1,955,8
70

1,525,1
68（うち
復興特

会（文科
省）

71,502）

1,823,6
07

０３１６
０３１７

１－②～
④

研究開発
局
地震・防
災研究課

地震調査研究推進本部
1,031,0

09

1,956,0
11（うち
復興特

会（文科
省）

981,343
）

1,532,4
46

０３１８
０３１９

１－①

研究開発
局
地震・防
災研究課

　今後30年以内の地震の発生確率の高い地域や、発生した際に甚大な被害が見込まれる
地域等を対象とした重点研究プロジェクトを実施し、その成果を普及することにより、国及
び地方自治体による防災計画や、個人の防災意識の向上に貢献し、安全・安心な社会の
構築を目指す。

　地震防災対策特別措置法に基づき文部科学省に設置された地震調査研究推進本部の
円滑な運営を支援するとともに、同本部の計画に基づき、地震の評価を実施する上で必要
となるデータを収集するため、全国に存在する主要な活断層や海溝型地震を対象とした調
査観測等を実施する。

【担当課（関係課）】
研究開発局 地震・防災研究
課、
（同課防災科学技術推進室、
科学技術・学術政策局政策課
資源室、同局人材政策課、研
究振興局研究振興戦略官付）

２　安心・安全に係る課題の解決に向
け、文部科学省の持つ多様な科学技術
的知見の現場における活用を図るため
の基盤が構築される。

　テロ対策等に係る研究開発（危険物の探知技術等）を推進する。また、テロ対策技術等に
関する情報収集・発信、関係者のネットワーク構築等を行い、「知・技術の共有化」を促進
する。

達成手段の概要

【施策の概要】
　安全かつ豊かで質の
高い国民生活を実現す
るため、「新たな地震調
査研究の推進について」
（平成21年4月）や「安
全・安心科学技術に関
する重要課題について」
（平成23年10月）等に基
づき、自然災害や重大
事故等から国民の生命
及び財産を守るための
研究開発等を行い、こ
れらの成果を社会に還
元する。

①　現場ユーザーとの連携のための会議回数（１事業あたり）（アウトプット）
（２２年度実績：７．７回/目標：毎年度・２．０回以上）

　日本食品標準成分表の成分データは、国民が経常的に活用可能な情報として提供する
ことにより、国民の健康で安心な生活に資することが重要であることから、検索機能等の利
便性を付加した「食品成分データベース」として公開するとともにユーザーサポートを実施
する。

施策目標に関する中長期的な達成目標と指標（平成２５年度に実施する施策）

１　地震や津波、火山に関する調査研
究や、災害発生時の被害軽減を目指し
た防災科学技術に関する研究開発を推
進し、自然災害に強い安全・安心な社
会の構築に向けた科学技術基盤が確
立される。

達成目標

政策目標９　科学技術の戦略的重点化

主な成果指標（アウトカム）／活動指標（アウトプット）

９　安全・安心な社
会の構築に資する
科学技術の推進

①　調査した活断層の数（アウトプット）
（２２年度実績：１０活断層/目標：毎年度８活断層以上）
②　地域研究会の開催数（アウトプット）
（２２年度実績：８回/目標：毎年度１５回以上）
③　海底ＧＰＳを用いた海底地殻変動観測の観測精度（アウトカム）
（２２年度実績：５ｃｍ/目標：２５年度に１ｃｍ以下）
④　海陸構造探査等を実施する測線の数（アウトプット）
（目標：１本以上）



安全・安心に関わる知・
技術の共有化に必要な
経費

- 17,105 16,866 ０３１５ ２－①

研究振興
局
研究振興
戦略官付

現代型食生活のための
食品成分情報取得強化
事業（新規）

- - 70,076
２５年度
新規事業
００２６

２－①

科学技
術・学術
政策局
政策課
資源室

事業

２３年
度補正
後予算
額
（千円）

２４年
度補正
後予算
額
（千円）

２５年
度当初
予算額
（千円）

行政事業
レビュー
シート
番号

関連する
指標

担当課

独立行政法人防災科学
技術研究所運営費交付

金に必要な経費

7,516,4
42

7,096,0
00

6,542,3
86

０３２０

安全・安
心な社会
の構築に
資する科
学技術の
推進

研究開発
局
地震・防
災研究課

独立行政法人防災科学
技術研究所施設整備に

必要な経費
70,000

13,765,
410

（うち復
興特会
（文科

省）
4,234,1

04）

221,000
０３２１
０３２２

安全・安
心な社会
の構築に
資する科
学技術の
推進

研究開発
局
地震・防
災研究課

　防災科学技術に関する基礎研究及び基盤的研究開発、それらに係る成果の普及及び活
用の促進等の業務を総合的に行い、防災科学技術の水準の向上を図り、成果の防災対策
への反映を図ることにより、災害から人命を守り、災害の教訓を活かして発展を続ける災
害に強い社会の実現を目指す。

　防災科学技術に関する基礎研究及び基盤的研究開発、それらに係る成果の普及及び活
用の促進等の業務を総合的に行い、防災科学技術の水準の向上を図り、成果の防災対策
への反映を図ることにより、災害から人命を守り、災害の教訓を活かして発展を続ける災
害に強い社会の実現に貢献する。

　科学技術協力協定下の「日米安全・安心科学技術協力イニシアティブ」の協力枠組み等
をふまえ、関係省庁や研究機関等との連携のもと、犯罪・テロをはじめとする様々な脅威か
ら安全な国民生活を確保するための協力を推進する。

（参考）関連する独立行政法人の事業

達成手段の概要

高齢世帯や単身世帯の増加に伴い、加工食品等の食品成分に係る情報取得の重要性が
高まる中、食品への栄養表示の義務化も検討されている。日本食品標準成分表は食品成
分に関する唯一の公的データであり、食品成分の把握に不可欠な基礎データに対する利
用者の拡大に対応するため、現代型食生活を十分踏まえて収載食品を追加するなど収載
内容の充実を図る。


